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務

労 務

地方税ではすでに行われているパソコン等

によリインターネットをイ1用 (WEB画面上で

納付情報を入力)して、クレジットカードで

納付するtl度が、国税でも平成29年 1月 4日

以後の納付からできることになりました。納

9月分凛豪所得Blの納付    10月 11日

特,1■彙所得■への予定納税彗準額■の通知

10月 ,7日

3月決算法人の確定申告

(法人税 消費税等)10月 31日

2月決算漱人の中間申告    10月 31日

11月 2月、5月決,法人の消費税等の中間申告

(年3回の場合)10月 31日

個人の道府県民税及び市町村民税の第3畑分

の納付     市町村の条例で定める日

労働者死傷病報告 (7月～9月分)10月 31日

労災の年全

“

綸者の定期報告

(7月～12月生まれ)10月 31日

労働保険料第2期分の納付   10月 31日

(労働保険事務組合委託の場合は11月 14日 )
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1 付書で納付できる0での国税 0薇 l lXXl万 円
|.未満)力'対象となります。
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名
義
預
金
に
関
す
る

ポ
イ
ン
ト
整
理

最
近
の
相
続
税

の
税
務
調
査
事
績

に
よ
れ
ば
、
中
告
漏
れ
相
続
財
産
の

金
額
の
う
ち
、
六
割
弱
を
現
金
　
預

貯
金
及
び
有
価
証
券
が
占
め
て
い
ま

す
。こ
の
こ
と
か
ら
、
相
粧
税

の
税
務

調
査
で
は
金
融
資
産

へ
の
対
応
が
中

心
と
な

っ
て
お
り
、
被
相
続
人
名
義

の
預
貯
金
や
株
式

で
は
な
く
て
も
、

名
義
偵
金
等
と
し
て
課
税
修
正
さ
れ

る
ヶ
ｌ
ス
が
多

い
よ
う
で
す
。
そ
こ

で
今
回
は
、
ト
ラ
ブ
ル
防
止
の
た
め
、

名
義
預
金
に
関
し
て
ポ
イ
ン
ト
を
整

■
し
て
み
ま
す
。

∩

闇

０
　
名
義
預
金
等
と
は

形
式
的
に
配
偶
者
や
子
　
孫
な
ど

の
名
前
で
預
金
し
て
い
る
も
の
の
、

収
入
等
か
ら
考
え
れ
ば
、
実
質
的
に

は
真

の
所
有
者
は
別
、
す
な
わ
ち
、

親
族

の
名
義
を
借
り
て
い
る
の
に
過

ぎ
な

い
預
貯
金
を

い
い
ま
す
。

名
義
は
被
相
続
人
で
な
く
て
も
、

実
質
的
に
被
＝
続
人
に
係
る
預
貯
金

と
認
め
ら
れ
る
も
の
は
、
被
相
続
人

の
相
続
財
産
と
さ
れ
ま
す
。

こ
の
よ

う
な
名
義
預
金

の
ほ
か
、
株
式
に
つ

い
て
も
同
様
に
名
義
株
式
と
さ
れ
る

も

の
が
あ
り
ま
す
。

②
　
贈
与
の
成
立
要
件

贈
与
税
の
課
税
対
象
と
さ
れ
る
贈

与
に
は
、
●
民
法
上
の
贈
，

（非
課

税
と
さ
れ
る
も

の
を
除
き
ま
す
）
、

・●
相
続
税
法
上
の
独
自

の
観
点
か
ら

設
け
ら
れ
た
み
な
し
贈
，
（例
え
ば
、

生
命
保
険
金
の
受
取
り
等
）
の
一
種

類
が
あ
り
ま
す
。

民
法
卜
の
贈
与
に
つ
い
て
は
、
民

法
五
四
九
条
で

「
贈
与
は
当
事
者
の

一
方
が
自
己
の
財
産
を
無
償
で
相
手

方
に
与
え
る
意
思
を
表
示
し
、
相
手

方
が
受
託
を
す
る
こ
と
に
よ

っ
て
そ

の
効
力
を
生
す
る
」
と
規
定
さ
れ
て

）

い
ま
す
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
贈
与
者
に
よ
る

贈
与
の
意
思
表
示
と
受
贈
者
に
よ
る

受
贈
の
意
思
表
示
を
も

つ
て
成
立
す

る
契
約

（諸
茂
契
約
）
行
為
で
あ
る

こ
と
が
特
徴
で
あ
り
、
贈
ケ
者
に
よ

る

一
方
的
な
意
思
表
示
の
み
で
は
民

法
卜
の
購
与
は
成
立
し
な
い
こ
と
に

な
り
ま
す
。

贈
与
に
よ
る
財
産

の
取
得

の
時
期

は
、
次
の
よ
う
に
な

っ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
そ
の
贈
，

の
時
期
が
明

確
で
な

い
と
き
は
、
そ
の
所
有
権
等

の
移
転
の
金
記
又
は
登
録
が
あ

っ
た

時
と
さ
れ
ま
す
。

例
え
ば
、
父
が
子
名
義
で
毎
年
預

金
を
し
て
い
て
も
、
そ
の
預
金
の
存

在
を
そ
の
子
が
知
ら
な
い
場
合
に
は
、

受
贈
者

（子
）
に
よ
る
受
贈
の
意
思

）

表
示
が
な
い
こ
と
か
ら
、
民
法
上
の

贈
，
と
し
て
の
諾
成
契
約
は
成
立
し

て
い
な

い
こ
と
に
な
り
、
贈
，
は
成

立
し
て
い
な

い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

そ
の
た
め
、
子
名
義

の
預
金
が
行

わ
れ
て
何
年
経
過
し
て
い
て
も
、
民

法
Ｌ
の
贈
与
が
行
わ
れ
て
い
な

い
以

Ｌ
、
税
務
上
も
贈
与
は
成
立
し
て
い

な

い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

０
　
名
義
預
金
の
判
定
基
準

柵
続
税
の
調
査

の
際
、
特
に
問
題

と
な
る
こ
と
の
多

い
名
義
預
金
の
判

定
基
準
は
、
以
ド
の
と
お
り
で
す
。

¨
・　
使
用
印
彙

家
族
名
義

の
預
金

の
印
贅
が
す

べ
て
―‐１

一
で
あ
り
、
し
か
も
通
常

被
相
続
人
が
自
分
の
預
金
に
使
用

し
て
い
る
も

の
と
同
じ
で
あ
る
場

合
に
は
、
名
義
借
り
の
可
能
性
が

高
く
な
り
ま
す
。

●
　
受
取
利
息

家
族
名
義

の
預
金
の
利
息
を
被

相
続
人
名
義
の
預
金
等
に
入
金
し
、

被
相
続
人
が
費
消
し
て
い
る
と
認

め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
名
義
借
り

の
可
能
性
が
高
く
な
り
ま
す
。

●
　
保
管

（管
理
）
状
況

預
金
通
帳
や
証
苫
等
を
誰
が
保

管

（管
理
）
し
て
い
た
か
で
、
名

義
人
の
判
断
材
料
と
さ
れ
ま
す
。

※例えば 試験に合格したら洋服を
ブレゼントする等

書面による贈与

口頭による贈与

停止条件付
の贈与・

その契約の効カ
が発生した時

その履行の時

その条件が
成就した時
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名凛預金の簡島判定表

相
摯
財
産
に
含
ま
ず
名
義
人
の
は
こ

被相続人名華か?

相

饉

財

産

預入財産が明らかに名義
人の財産からなされたも
のか?

(名義人にla応の所得が

あるか ,な ど)

預入財産が薇相続人から
の支出であっても 贈与
していると認められる場
合
(公正II●の有無 贈与
■の申告など)

贈与したと証明するもの
はないが 次のものなど
で 贖与があったとみな
すことができる場合
●印饉が家族名事のもの
と別にされている場合
●財産の管理も名義人が

行っている

例
え
ば
、
被
相
続
人
が
す
べ
て

自
分
で
管
理
し
て
お
り
、
名
義
人

は
そ
の
よ
う
な
預
金
が
あ
る
こ
と

さ
え
知
ら
な
か

つ
た
よ
う
な
場
合

に
は
、
当
然
名
義
借
り
と
見
ら
れ

ま
す
。

●
　
贈
与
税

の
申
告

の
有
無

贈
与
税
の
中
告
が
な
い
場
合
は
、

名
義
借
り
と
判
断
さ
れ
る
可
能
性

が
高
く
な
り
ま
す
。

※
　
参
考
に
名
義
預
金

の
簡
易
判
定

表
を
有
に
劇
げ
ま
す
。

相
続
人
の
多
く
は
抵
抗
し
ま
す
。
し

か
し
、
課
税

の
公
平
の
見
地
か
ら
、

税
務
当
局
に
よ
る
以
ド
の
よ
う
な
厳

し

い
チ

ェ
ッ
タ
が
あ
り
ま
す
の
で
十

分
に
理
解
し
て
正
し

い
中
告
納
税
に

努
め
ま
し
ょ
う
。

０
　
預
金
の
把
握

税
務
調
査
前
に
必
ず
被
相
続
人
は

も
ち
ろ
ん
家
族
全
員
の
預
金
ま
で
調

べ
ら
れ
ま
す
。

０
　
家
族
名
義
の
預
金

被
相
続
人
以
外
の
家
族
名
義

の
預

金
は
、
本
当
に
家
族
の
預
金
か
ど
う

か
確
認
さ
れ
ま
す
。

つ
ま
り
名
義
預

金
か
ど
う
か
の
チ

ェ
ッ
ク
で
す
。
家

族

の
収
入
、
財
産
形
成

の
経
絆
を
徹

底
的
に
調
査
し
、
例
え
ば
、
配
偶
者

こ
の
引
き
出
さ
れ
た
お
金
が
、
何

ら
か
の
預
金
に
な

っ
て

い
る
か
、
ま

た
は
何
を
購
入
し
て
い
る
か
が
確
認

さ
れ
ま
す
。

借
入
金

の
使
用
目
的
も
問
わ
れ
ま

す
。
借
入
金
で
株
式

の
購
入
、
建
物

の
建
築
、
Ｌ
地
の
購
入
、
ま
た
は
貸

付
金
に
な

っ
て
い
る
ケ
ー
ス
な
ど
、

い
ず
れ
に
し
て
も
人
日
の
お
金
の
移

動
は
確
認
さ
れ
ま
す
。

０
　
何
年
前
ま
で
調
べ
ら
れ
る
の
か

大
型
の
相
続
で
あ
れ
ば
、
相
当
以

前
か
ら
古
い
資
料
も
残

っ
て
い
ま
す
。

時
効
の
関
係
か
ら
不
Ｔ
が
あ

っ
た
場

合
は
七
年
で
す
が
、
通
常
は
五
年
前

ま
で
調
べ
ら
れ
ま
す
。

前
記
し
た
よ
う
に
、
家
族

の
名
義

に
な

っ
て
い
る
も

の
が
名
義
預
金
に

該
当
し
相
続
財
産
に
含
ま
れ
る
場
合
、

（

の
賃
金
に
つ
い
て
は
、
配
偶
を

の
過

去
の
収
入
、
実
家
に
お
け
る
相
続

の

有
無
等
に
よ

っ
て
、
本
当
に
配
偶
者

の
預
金
で
あ
る
か
ど
う
か
を
調
査
さ

れ
ま
す
。

子
や
係
の
預
金
も
、
当
然
、
そ
れ

ぞ
れ
の
収
人
等
か
ら
本
人
の
も
の
で

あ
る
か
ど
う
か
確
認
さ
れ
ま
す
。

０
　
預
金
の
引
き
出
し
を
チ
ェ
ッ
ク

人
日
の
預
金

の
引
き
出
し
は
必
ず

チ

エ
ッ
ク
さ
れ
ま
す
。
例
え
ば
、
定

期
預
金

の
引
―――
し
、
株
式
や
土
地
の

売
却
代
金

の
引
―――
し
が
あ
れ
ば
、
そ

の
行
方
が
確
認
さ
れ
ま
す
。

問
題
は
、
何
年
前
か
ら
名
義
が
本

人
以
外
の
も
の
に
な

っ
て
い
た
と
し

て
も
、
贈
与

の
事
実
確
認
が
重
要
で
、

贈
与
税
の
申
告
が
さ
れ
て
い
た
か
ど

う
か
が
ポ
イ
ン
ト
に
な
り
ま
す
。

０
　
死
亡
日
前
の
預
金
の
引
き
出
し

相
続
税
は
、
死
亡
日
の
被
相
続
人

の
財
産
に
課
税
さ
れ
ま
す
。
し
た
が

っ
て
、
死
亡
Ｈ
前
に
被
相
続
人
の
預

金
を
引
き
出
し
て
し
ま
え
ば
消
え
て

な
く
な
り
、
課
税
さ
れ
な

い
と
考
え

る
人
が
多

い
の
で
す
が
、
こ
れ
は
全

く
無
意
味
な
こ
と
で
す
。

預
金

の
把
握
は
、
死
亡
Ｈ
の
当
Ｈ

だ
け
を
調
査
す
る
の
で
は
あ
り
ま
せ

ん
。
被
相
続
人
は
も
ち
ろ
ん
、
家
族

名
義

の
預
金
も
最
低
五
年
く
ら

い
前

か
ら
調
べ
ら
れ
ま
す
。
ま
し
て
、
死

亡
日
直
前
に
預
金
が
引
き
出
さ
れ
た

場
合
、
当
然
そ
の
お
金
が
、
何
に
使

わ
れ
た
の
か
が
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
ま
す
。

病
院

へ
の
支
払

い
、
葬
餞

の
費
用
、

物
品
の
購
入
と
、
支
払

い
の
使
途
が

明
確
で
あ
れ
ば
問
題
に
は
な
り
ま
せ

ん
。
し
た
が

っ
て
、
直
前
引
き
出
し

分
で
死
亡
口
の
残
高
は
、
現
全

（直

前
引
出
分
）
と
し
て
計
上
し
、
そ
の

後
支
払
う
葬
儀
費
用
や
債
務
は
そ
れ

ぞ
れ
計
Ｌ
し
て
明
確
に
処
埋
す
る
こ

と
が
大
切
で
す
。

3--10月 号



住宅借入金等特別控除
マンションをリフォームした場合

マンションなどの区分所有建物のうち、

その者が区分所有する部分の床 階段又は
壁の過半について行う「一定の修繕 模様
替え」の工事も住宅借入金等特別控除の対

象となる増改築等に該当しますが その「―

定の修繕・模様替え」とは 次のいずれか
の修継等に該当することについて建築士に

より証明されたものをいいます。

1 フローリング床の貼替えや畳床からフ
ローリング床への貼替えで全床面積の半

分以上の工事など区分所有する部分の床

の過半又は階段 (屋外階段を除く)の過

半について行う修繕又は模様替え

2 間仕切壁の一部の位置の変更や取り外
し 新設工事など区分所有する部分の間
仕切壁の室内に面する部分の過半につい

て行う修繕又は模様替え (その間仕切壁

の一部の位置の変更を伴うものに限る)

3 区分所有する部分の壁 (建築物の構造
上重要でない問仕切壁を除く)の室内に

面する部分の過半について行う修繕又は

模様替え (その修繕又は模様替えに係る

壁の過半について遮音又は熱の損失の防

止のための性能を向上させるものに限る)
「遺音のための性能を向上させるもの」

とは、遮音性能を有する石膏ボードなど

特定の材料を新たに使用し かつ、その
ための適切な施工がなされているものを
いい、「熱の損失の防止のための性能を

向上させるもの」とは、一定の算式によ

り算定した熱伝達抵抗のその工事後の値
が工事前の値に比して高くなるものをい

います。

したがって 単なる壁紙の張り替えや壁
の塗装だけのような内装工事の場合には、

住宅借入金等特別控除の対象となる増改築

等に該当しません。

結
婚
・
子
育
て
資
金
の
一
括
贈
与
の
非
課
税
措
置
　
婚
礼
に
係
る
費
用
と
は
，

婚
礼
に
係
る
費
用
と
は
、
受
贈
者

の
挙
式
や
結
婚
披
露
宴
を
開
催
す
る

た
め
に
必
要
な
費
用

（会
場
費
、
衣

装
代
　
飲
食
代
、
引
き
出
物
代
、
写

真
　
映
像
代
、
演
出
代
　
装
飾
代
、

ベ
ー
パ
ー
ア
イ
テ
ム
（招
待
状
等
）
、

人
件
費
な
ど
）
を
い
い
ま
す
。
し
た

が
っ
て
　
挙
式
や
結
婚
披
露
を
開
催

す
る
た
め
の
費
用
で
は
な
い
、
次
の

も
の
は
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

結
婚
情
報
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
、
結

婚
コ
ン
サ
ル
サ
ー
ビ
ス
な
ど
婚
活

に
要
す
る
費
用

両
家
顔
合
わ
せ
　
結
納
式
に
要
す

る
費
用

婚
約
指
輪
　
結
婚
指
輪
の
購
入
に

要
す
る
費
用

エ
ス
テ
代

挙
式
や
結
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リバースチャージ方式 特定課税仕入
割合の計算れがある場合の課脱売上

日外事業者から受けた「事業者向け電気
通信利用役務の提供」には 「特定課税仕
入れ」として役務の提供を受けた国内事業

者に消費税の納税義務が課されています。
課税売上割合の計算は 原則として 事
業者の資産の譲渡等及び課税資産の譲渡等
の対価の額により計算しますので、「事業
者向け電気通信利用役務の提供Jを 受けた

事業者の課税売上害J合の計算においては、
その事業者の資産の議渡等及び課税資産の

譲渡等ではない「特定課税仕入れ」に係る

金額は考慮する必要はありません。
また、「事業者向け電気通信利用役務の

提供Jを行った国外事業者の課税売上割合
の計算においても、資産の譲渡等及び課税
資産の譲渡等からは「特定資産の譲渡等」
(事業者向け電気通信利用役務の提供)が
除かれていますので 特定資産の譲渡等に
係る金額 l■ 分母にも分子にも算入しない
で計算 します。
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